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１ 【新規上場申請のための有価証券報告書(Ⅰの部)の訂正報告書の提出理由】 

2024年８月20日付けをもって提出した新規上場申請のための有価証券報告書(Ⅰの部)の記載事項について、開示府

令附則（令和六年三月二七日内閣府令第二九号）企業内容等の開示に関する内閣府令の一部改正に伴う経過措置 第四

条 第２項の規定に則り第３四半期の状況を記載しておりましたが、同附則５項の規定により第２四半期の状況を記載

すべきであったことが判明いたしましたので、第２四半期の記載を追加するものであります。 

2024年８月20日付けをもって提出した新規上場申請のための有価証券報告書(Ⅰの部)の記載事項のうち、「第一部 

企業情報 第２ 事業の状況 ４ 経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」に第２

四半期連結会計期間（2024年１月１日から2024年３月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（2023年10月１日から

2024年３月31日まで）の記載を追加するため、並びに「第一部 企業情報 第２ 事業の状況 ４ 経営者による財

政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」の中の第３四半期連結会計期間（2024年４月１日から2024

年６月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（2023年10月１日から2024年６月30日まで）の仕入実績及び販売実績

の記載を追加するため、「第一部 企業情報 第３ 設備の状況 １ 設備投資等の概要」に第２四半期連結会計期

間（2024年１月１日から2024年３月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（2023年10月１日から2024年３月31日ま

で）の記載を追加するため、「第一部 企業情報 第５ 経理の状況」に第２四半期連結会計期間（2024年１月１日

から2024年３月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（2023年10月１日から2024年３月31日まで）の四半期連結財

務諸表に係る記載を追加するため、新規上場申請のための有価証券報告書(Ⅰの部)の訂正報告書を提出するものであ

ります。 

追加した、第２四半期連結会計期間（2024年１月１日から2024年３月31日まで）及び第２四半期連結累計期間

（2023年10月１日から2024年３月31日まで）の四半期連結財務諸表については、シンシア監査法人による四半期レビ

ューを受けており、その四半期レビュー報告書を添付しております。 

 

２ 【訂正事項】 

第一部 企業情報 

 第２ 事業の状況 

  ４ 経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析 

 第３ 設備の状況 

  １ 設備投資等の概要 

 第５ 経理の状況 

      １ 連結財務諸表及び四半期連結財務諸表並びに財務諸表の作成方法について 

    ２ 監査証明について 

  １ 連結財務諸表等 

   (1)連結財務諸表 

    ①連結貸借対照表 

     四半期連結貸借対照表 

    ②連結損益計算書及び連結包括利益計算書 

     四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書 

     四半期連結損益計算書 

     四半期連結包括利益計算書 

    ④連結キャッシュ・フロー計算書 

     四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

    注記事項 

     四半期連結貸借対照表関係 

     四半期連結損益計算書関係 

     四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係 

     株主資本等関係 

      セグメント情報等 

      収益認識関係 

     １株当たり情報 

     重要な後発事象 

 



 

 

 

 

 

 

３ 【訂正箇所】 

訂正箇所は  を付して表示しております。「第一部 企業情報 第２ 事業の状況 ４ 経営者による財政状態、

経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」及び「第一部 企業情報 第３ 設備の状況 １ 設備投資等の概

要」及び「第一部 企業情報 第５ 経理の状況」に係る記載の訂正箇所は多数に及ぶことから、上記訂正事項につ

いては、訂正後のみを記載しております。また、「第一部 企業情報 第５ 経理の状況」第２四半期連結会計期間

（2024年１月１日から2024年３月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（2023年10月１日から2024年３月31日まで）

の四半期連結財務諸表に係る記載の追加記載部分について＿＿を省略しております。 
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第一部 【企業情報】 

 
 
第２ 【事業の状況】 
 
４ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

(1) 経営成績等の状況の概要 

当社グループ（当社及び連結子会社）の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー（以下「経営成績等」とい

う。）の状況の概要は次のとおりであります。 

① 経営成績の状況 

 

第27期第２四半期連結累計期間（自 2023年10月１日 至 2024年３月31日） 

当社は、前第２四半期連結累計期間については四半期連結財務諸表を作成していないため、前年同四半期連結

累計期間との比較分析は行っておりません。 

 

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、コロナ禍後の社会経済活動の正常化が進み、個人消費の回

復や円安効果に伴うインバウンド需要が増加するなど、景気は緩やかな持ち直しが見られました。一方で、ウク

ライナ情勢・中東情勢等による不透明感に加え、世界的な金融引き締めや中国経済の先行き懸念、エネルギーコ

ストや原材料価格の高騰による物価上昇が継続し、家計の実質所得の減少や企業のコスト負担の増加など、家

計・企業を取り巻く環境は厳しいものとなりました。 

 

このような環境のもと、当社グループは、「通販支援事業」「通信販売事業」の２つのセグメントにおいて、

さらなる成長の土台を築くため、安定した収益基盤の構築に取り組んでまいりました。その結果、当第２四半期

連結累計期間の売上高は1,385,537千円、営業利益は140,065千円、経常利益は153,360千円、親会社株主に帰属す

る四半期純利益は99,737千円となりました。 

 

〔通販支援事業〕 

通販支援事業については、当社の主力事業であるＤ２Ｃ事業において、健康食品関連事業者向けのコールセン

ター業務受託が順調に推移したことにより業績向上に寄与しました。 

この結果、通販支援事業の売上高は1,037,782千円、セグメント利益は145,821千円となりました。 

 

〔通信販売事業〕 

通信販売事業においては、前期に引き続き投下した広告の運用効率が好調を維持し、新規顧客の獲得が順調に

推移しました。また、定期発送顧客に対する定期発送サイクルを短縮化する政策が寄与し、定期発送率（※）が

目標値を上回って推移したことで、通信販売事業の売上高は347,754千円となりましたが、新規顧客を獲得するた

めの広告宣伝費用が先行した結果、セグメント損失は5,755千円となりました。 

 

② 財政状態の状況 

 

第27期第２四半期連結累計期間(自 2023年10月１日 至 2024年３月31日） 

（資産） 

 当第２四半期連結会計期間末における流動資産は、前連結会計年度末比で79,293千円増加し、1,113,747千円と

なりました。これは主に、現金及び預金が70,394千円、売掛金が6,755千円、商品が3,058千円増加した一方で、

前払費用が4,691千円減少したことによるものであります。固定資産は、前連結会計年度末比で6,117千円減少し、

65,542千円となりました。これは主に有形固定資産が3,230千円減少し、投資その他の資産が2,886千円減少した

ことによるものであります。この結果、資産合計は、前連結会計年度末比で73,176千円増加し、1,179,289千円と

なりました。 
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（負債） 

 当第２四半期連結会計期間末における流動負債は、前連結会計年度末比で2,394千円増加し、460,822千円とな

りました。これは主に、未払金が8,483千円、未払法人税等が7,334千円増加した一方で、賞与引当金が2,242千円、

未払消費税等が13,747千円減少したことによるものであります。固定負債は、前連結会計年度末比で8,998千円減

少し、78,006千円となりました。これは、長期借入金が8,998千円減少したことによるものであります。この結果、

負債合計は、前連結会計年度末比6,603千円減少し、538,828千円となりました。 

 

（純資産） 

 当第２四半期連結会計期間末における純資産合計は、前連結会計年度末比で79,780千円増加し、640,461千円と

なりました。これは、親会社株主に帰属する四半期純利益99,737千円の計上及び配当金の支払19,957千円による

ものであります。この結果、自己資本比率は54.3％となりました。 

  

③ キャッシュ・フローの状況 

 

第27期第２四半期連結累計期間（自 2023年10月１日 至 2024年３月31日） 

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前連結会計年度末に比べ

70,394千円増加し、757,265千円となりました。 

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当第２四半期連結累計期間において営業活動の結果増加した資金は、100,457千円となりました。この主な要因

は、税金等調整前四半期純利益153,360千円が生じた一方で、売上債権の増加7,021千円、棚卸資産の増加4,986千

円、未払消費税等の減少13,747千円、法人税等の支払額44,139千円が生じたこと等によるものであります。 

 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当第２四半期連結累計期間において投資活動の結果減少した資金は、1,107千円となりました。この主な要因は、

有形固定資産の取得による支出1,107千円が生じたことによるものであります。 

 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当第２四半期連結累計期間において財務活動の結果減少した資金は、28,955千円となりました。これは主に、

長期借入金の返済による支出8,998千円、配当金の支払額19,957千円が生じたことによるものであります。 
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④ 生産、受注及び販売の状況 

   a.生産実績 

     省略 

 

b.仕入実績 

         当連結会計年度における仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。   

   

第 26期連結会計年度 

（自 2022年 10月１日 

    至 2023年９月 30日） 

第27期第２四半期 

連結累計期間 

（自 2023年10月１日 

  至 2024年３月31日） 

第27期第３四半期 

連結累計期間 

（自 2023年10月１日 

    至 2024年６月30日） 

事業の名称 仕入高(千円) 前期比(％) 仕入高(千円) 仕入高(千円) 

通信販売事業 199,929 81.7 113,065 166,215 

    （注）１．通販支援事業において一部仕入業務を行っておりますが、仕入金額が僅少であるため記載を省略し 

         ております。 

２．当社は前第２四半期連結累計期間及び前第３四半期連結累計期間についてはセグメント情報を作成

していないため、前期比は記載しておりません。 

       ３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

c. 受注実績 

  省略 

 

d. 販売実績 

    当事業年度及び第27期第２四半期連結累計期間並びに第27期第３四半期連結累計期間における販売実績をセグ

メントごとに示すと、次のとおりであります。 

 

第26期連結会計年度 

（自 2022年10月１日 

    至 2023年９月30日） 

第27期第２四半期 

連結累計期間 

（自 2023年10月１日 

    至 2024年３月31日） 

第27期第３四半期 

連結累計期間 

（自 2023年10月１日 

    至 2024年６月30日） 

事業の名称 販売高(千円) 前期比(％) 販売高(千円) 販売高(千円) 

通販支援事業 1,982,246  120.3  1,037,782 1,533,745 

通信販売事業 651,069  98.3  347,754 527,842 

（注）１．セグメント間取引については相殺消去しております。 

   ２．当社は前第２四半期連結累計期間及び前第３四半期連結累計期間についてはセグメント情報を作成し 

ていないため、前期比は記載しておりません。 

   ３．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

相手先 

前連結会計年度 

（自 2021年10月１日 

    至 2022年９月30日） 

当連結会計年度 

（自 2022年10月１日 

    至 2023年９月30日） 

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％) 

㈱博報堂コネクト 438,959  19.0  699,057  26.5  

㈱自然食研 294,741  12.8  433,543  16.5  
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相手先 

 
第27期第２四半期 
連結累計期間 

 
（自 2023年10月１日 

  至 2024年３月31日） 

 
  第27期第３四半期 

連結累計期間 
 

（自 2023年10月１日 

  至 2024年６月30日） 

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％) 

㈱博報堂コネクト 369,757 26.7 472,774 22.9 

㈱自然食研 233,323 16.8 403,554 19.6 

  （注）４．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

(2) 経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容 

経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は、次のとおりでありま

す。 

なお、文中の将来に関する事項は、本書提出日現在において判断したものであります。 

① 経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容 

 

第27期第２四半期連結累計期間（自 2023年10月１日 至2024年３月31日） 

 当社は、前第２四半期連結累計期間については四半期連結財務諸表を作成していないため、前年同四半期連 

結累計期間との比較分析は行っておりません。 

 

（売上高） 

 当第２四半期連結累計期間における売上高は、1,385,537千円となりました。 

 通販支援事業につきましてはＤ２Ｃ事業部においては健康食品関連事業者向けの新規獲得テレマーケティン

グ施策が拡大しコールセンター業務受託が順調に推移したことにより、売上高の成長に寄与しました。この結

果、Ｄ２Ｃ事業部の売上高937,188千円となりました。リテールメディア事業部においては、原材料価格高騰

の影響により、紙面による広告媒体の需要が減少しました。このような環境の中、既存顧客の受注確保に努め

ると共に、当事業部のこれまでのインストアプロモーション支援の実績を営業活動において示す事で新規顧客

の開拓を推進しました。この結果、リテールメディア事業部の売上高は100,594千円となりました。その結果、

売上高は、1,037,782千円となりました。 

 

 通信販売事業につきましては、前期に引き続き投下した広告の運用効率が順調に推移したことで、CPO(１人

あたり新規顧客獲得単価)が目標3,862円に対して実績3,252円となり、新規顧客の獲得が順調に推移しました。

また、定期発送顧客に対する定期発送サイクルを短縮化する政策が寄与し、定期発送率（※）が目標0.375に

対して0.382と目標値を上回って推移しました。この結果、売上高は347,754千円となりました。 

 

※当社の「定期発送率」は、既存の定期継続顧客総数に対して、当月中に定期発送を行った顧客の割合を示し 

た指標です。当社の顧客に対する定期発送サイクルは、基本的に１カ月、２カ月、３カ月の中から選択してい 

ただいております。当指標は、既存の定期発送顧客に対する発送サイクルが短期化すると上昇し、長期化する 

と下落する指標となっております。 

 

（売上原価、販売費及び一般管理費、営業利益）  

当第２四半期連結累計期間における売上原価は、722,350千円となりました。  
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これは主に、通販支援事業のＤ２Ｃ事業部における、受託の拡大に伴う、人員増加により人件費が増加した

こと、人材確保のため派遣業者の利用が高まり外注費が増加したこと、及び通販事業部の売上高の増加に伴い

商品原価増加したことによるものであります。当第２四半期連結累計期間における販売費及び一般管理費は、

523,120千円となりました。 これは主に、上場準備関連費用が増加した事によるものであります。この結果、

営業利益は140,065千円となりました。 

 

（営業外損益、経常利益）  

営業外収益は、主に助成金収入12,531千円の受取によるものです。営業外費用は主に、支払利息141千円によ

るものです。 この結果、経常利益は153,360千円となりました。 

 

（特別損益、法人税等合計、親会社株主に帰属する四半期純利益）  

当第２四半期連結累計期間において特別利益及び特別損失の発生はありませんでした。法人税、住民税及び

事業税と法人税等調整額を合算した法人税等は53,623千円となりました。  

この結果、親会社株主に帰属する四半期純利益は99,737千円となりました。 

 

（経営指標）  

前記「第２ 事業の状況 １ 経営方針、経営環境及び対処すべき課題等 (3) 目標とする経営指標」に記載の

とおり、当社グループでは通販支援事業においては、コミュニケーター数（お客様に架電する社員）、通信販

売事業においては、CPO（1人あたり新規顧客獲得単価）及び定期率（新規受注時の定期受注件数の割合）を重

視しております。 当第２四半期連結累計期間におけるコミュニケーター数は、目標374人対して実績410人とな

りました。 CPOにおいては、目標3,862円に対して3,252円となりました。 定期率においては、目標59.0％に対

して実績62.4％となりました。 

 

② 財政状態の分析及び検討内容 

  省略 

  

③ キャッシュ・フローの状況の分析及び検討内容 

  省略 

 

④ 資本の財源及び資金の流動性に係る情報 

省略 

 

⑤ 重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定 

省略 

 

⑥ 経営成績に重要な影響を与える要因について 

省略 
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第３ 【設備の状況】 

 

１ 【設備投資等の概要】 

第27期第２四半期連結累計期間(自 2023年10月１日 至 2024年３月31日) 

当第２四半期連結累計期間の設備投資については、老朽化したパソコンの買い替えを行い、235千円の設備投資を 

実施しました。セグメントごとの設備投資について示すと、次の通りであります。 

 

(1) 通販支援事業 

当第２四半期連結累計期間の設備投資の総額は、107千円となりました。その主なものは、老朽化したパソコンの 

買い替えを行いました。なお、重要な設備の除却または売却はありません。 

 

(2) 通信販売事業 

  該当事項はありません。 

 

(3) 全社共通 

当第２四半期連結累計期間の設備投資の総額は、127千円となりました。その主なものは、老朽化したパソコンの 

買い替えを行いました。なお、重要な設備の除却または売却はありません。 
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第５ 【経理の状況】 

 

１ 連結財務諸表及び四半期連結財務諸表並びに財務諸表の作成方法について 

(1) 省略 

  

(2) 省略 

  

(3) 当社の第２四半期連結会計期間（2024年１月１日から2024年３月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（2023年 

10月１日から2024年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に

関 

する規則（平成19年内閣府令第64号）に基づいて作成しております。 

  

(4) 当社の第３四半期連結会計期間（2024年４月１日から2024年６月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（2023年

10月１日から2024年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表は、証券会員制法人福岡証券取引所の四半期財務諸表等

の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、

四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成しております。 

  

２ 監査証明について 

（１） 省略 

  

（２） 当社は、証券会員制法人福岡証券取引所の「有価証券上場規程」第３条第７項の規定に基づき金融商品取引法 

193条の２第１項の規定に準じて、第２四半期連結会計期間(2024年１月１日から2024年３月31日まで)及び第２四半期連 

結累計期間(2023年10月１日から2024年３月31日まで)に係る四半期連結財務諸表について、シンシア監査法人による四

半 

期レビューを受けております。 

 

（３） 当社は、第３四半期連結会計期間（2024年４月１日から2024年６月30日まで）及び第３四半期連結累計期間

（2023年10月１日から2024年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、シンシア監査法人による期中レビュ

ーを受けております。 

 

（４） 連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組について 

 当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には会計基準等の内容を

適切に把握できる体制を準備するため、各種団体の主催するセミナー等に参加しております。 
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（訂正後） 

１【連結財務諸表等】 

 (1)【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

【四半期連結貸借対照表】  

          (単位：千円) 
          

当第２四半期連結会計期間 
(2024年３月31日) 

資産の部  

 流動資産  

  現金及び預金 757,265 

  売掛金 279,735 

  商品 30,502 

  仕掛品 1,450 

  未成業務支出金 23,957 

  前払費用 13,177 

  その他 7,656 

  流動資産合計 1,113,747 

 固定資産  

  有形固定資産 30,099 

  無形固定資産 311 

  投資その他の資産 35,132 

  固定資産合計 65,542 

 資産合計 1,179,289 
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          (単位：千円) 
          

当第２四半期連結会計期間 
(2024年３月31日) 

負債の部  

 流動負債  

  買掛金 164,429 

  １年内返済予定の長期借入金 18,663 

  未払金 168,754 

  未払法人税等 51,472 

  未払消費税等 21,847 

  前受金 4,727 

  賞与引当金 17,376 

  その他 13,549 

  流動負債合計 460,822 

 固定負債  

  長期借入金 78,006 

  固定負債合計 78,006 

 負債合計 538,828 

純資産の部  

 株主資本  

  資本金 50,000 

  資本剰余金 151,050 

  利益剰余金 529,891 

  自己株式 △90,480 

  株主資本合計 640,461 

 純資産合計 640,461 

負債純資産合計 1,179,289 
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】 

【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 

【四半期連結損益計算書】 

【第２四半期連結累計期間】 

          (単位：千円) 
          当第２四半期連結累計期間 

(自 2023年10月１日 
 至 2024年３月31日) 

売上高 1,385,537 

売上原価 722,350 

売上総利益 663,186 

販売費及び一般管理費 ※ 523,120 

営業利益 140,065 

営業外収益  

 受取利息 3 

 助成金収入 12,531 

 その他 901 

 営業外収益合計 13,435 

営業外費用  

 支払利息 141 

 営業外費用合計 141 

経常利益 153,360 

税金等調整前四半期純利益 153,360 

法人税、住民税及び事業税 51,473 

法人税等調整額 2,149 

法人税等合計 53,623 

四半期純利益 99,737 

親会社株主に帰属する四半期純利益 99,737 
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【四半期連結包括利益計算書】 

【第２四半期連結累計期間】 

           (単位：千円) 
           当第２四半期連結累計期間 

(自 2023年10月１日 
 至 2024年３月31日) 

 四半期純利益 99,737 

 四半期包括利益 99,737 

 （内訳）  

  親会社株主に係る四半期包括利益 99,737 

  非支配株主に係る四半期包括利益 － 
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

          (単位：千円) 
          当第２四半期連結累計期間 

(自 2023年10月１日 
 至 2024年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

 税金等調整前四半期純利益 153,360 

 減価償却費 3,465 

 敷金の償却 737 

 受取利息 △3 

 助成金収入 △12,531 

 支払利息 141 

 売上債権の増減額（△は増加） △7,021 

 棚卸資産の増減額（△は増加） △4,986 

 仕入債務の増減額（△は減少） △60 

 未払金の増減額（△は減少） 9,355 

 未払消費税等の増減額（△は減少） △13,747 

 賞与引当金の増減額（△は減少） △2,242 

 その他資産の増減額（△は増加） 2,841 

 その他負債の増減額（△は減少） 2,893 

 小計 132,203 

 利息の受取額 3 

 助成金の受取額 12,531 

 利息の支払額 △141 

 法人税等の支払額 △44,139 

 営業活動によるキャッシュ・フロー 100,457 

投資活動によるキャッシュ・フロー  

 有形固定資産の取得による支出 △1,107 

 投資活動によるキャッシュ・フロー △1,107 

財務活動によるキャッシュ・フロー  

 長期借入金の返済による支出 △8,998 

 配当金の支払額 △19,957 

 財務活動によるキャッシュ・フロー △28,955 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 70,394 

現金及び現金同等物の期首残高 686,870 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 757,265 
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【注記事項】 

（四半期連結貸借対照表関係） 

     当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行と当座貸越契約を締結しております。当座貸越契約に

係る借入未実行残高等は次のとおりであります。 

 

 
前連結会計年度 
(2023年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(2024年３月31日) 

当座貸越極度額の総額 
 

150,000千円 150,000千円 

借入実行残高 － － 

差引額 150,000千円 150,000千円 

 

（四半期連結損益計算書関係） 

 ※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。 

 

 
当第２四半期連結累計期間 
(自  2023年10月１日 
至  2024年３月31日) 

給料手当 147,205千円 

外注費 111,514千円 

賞与引当金繰入額 17,376千円 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  ※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお 

   りであります。 

 

 
当第２四半期連結累計期間 
(自  2023年10月１日 
至  2024年３月31日) 

現金及び預金 757,265千円 

現金及び現金同等物 757,265千円 

 

（株主資本等関係） 

当第２四半期連結累計期間（自 2023年10月１日 至 2024年３月31日） 

１．配当金支払額 

（決 議） 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

2023年12月25日 
定時株主総会 

普通株式 19,957 457 2023年９月30日 2023年12月26日 利益剰余金 

（注）当社は、2024年６月１日付で普通株式１株につき20株の割合で株式分割を行っておりますが、「１株当たり配当

額」については、当該株式分割前の金額を記載しております。 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの 

   該当事項はありません。 

 

３．株主資本の著しい変動 

   該当事項はありません。 
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（セグメント情報等） 

【セグメント情報】 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報 

 

  当第２四半期連結累計期間（自 2023年10月１日 至 2024年３月31日） 

    (単位：千円) 

 

報告セグメント 
調整額 
(注)１ 

四半期 
連結損益計算書 

計上額 通販支援事業 通信販売事業 計 

売上高      

 一時点で移転される財又は
サービス 

1,037,782 347,754 1,385,537 － 1,385,537 

 一定期間にわたり移転され
る財又はサービス 

－ － － － － 

顧客との契約から生じる収益 1,037,782 347,754 1,385,537 － 1,385,537 

  外部顧客への売上高 1,037,782 347,754 1,385,537 － 1,385,537 

  セグメント間の内部売上高 
  又は振替高 

73,281 － 73,281 △73,281 － 

計 1,111,064 347,754 1,458,819 △73,281 1,385,537 

セグメント利益又は損失 145,821 △5,755 140,065 － 140,065 

(注)１．セグメント調整額はセグメント間取引消去額です。 

  ２．セグメント利益又は損失の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。 

 
 
（収益認識関係） 

 顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。 

 

（１株当たり情報） 

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

 
当第２四半期連結累計期間 

(自2023年10月１日 
至2024年３月31日) 

１株当たり四半期純利益 114.19 

(算定上の基礎)  

 親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 99,737 

 普通株主に帰属しない金額(千円) － 

 普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益 
 (千円) 

99,737 

 普通株式の期中平均株式数(株) 873,400 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結
会計年度末から重要な変動があったものの概要 

― 

(注)  １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場であ  

          るため、期中平均株価を把握できませんので記載しておりません。 

    ２．2024年６月１日付で普通株式１株につき20株の割合で株式分割を行っております。期首に当該株式分割 

      が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益を算出しております。  
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（重要な後発事象） 

 （株式分割） 

   当社は、2024年５月15日開催の取締役会に基づき、以下のとおり、株式分割について決議いたしました。 

 

１．株式分割の目的 

 株式分割を行い、投資単位当たりの金額を引き下げることにより、より投資しやすい環境を整え、当社株式の流動

性の向上および投資家層の拡大を図ることを目的としております。 

 

２．株式分割の概要 

(１)分割の方法 

 2024年５月31日を基準日とし、同日最終の株主名簿に記載または記録された株主の所有する普通株式１株につき、

20株の割合をもって分割いたしました。 

 

(２)分割により増加する株式数 

株式分割前の発行済株式総数 46,890株 

今回の分割により増加する株式数 890,910株 

株式分割後の発行済株式総数 937,800株 

株式分割後の発行可能株式総数 3,751,200株 

 

(３)分割の日程 

① 基準日 2024年５月31日 

② 効力発生日 2024年６月１日 

 
（４）１株当たり情報に及ぼす影響 
 １株当たり情報に及ぼす影響については、「注記事項（１株当たり情報）」に記載しています。 

 

 （単元株制度の採用） 

 当社は、2024年５月31日開催の臨時株主総会において、2024年６月１日付けで１単元を100株とする単元株制度を採

する旨を決議しております。 

 

（１）単元株制度の効力発生日2024年６月１日 
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